短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）就業規則作成マニュアル

第９章  安 全 衛 生 及 び 災 害 補 償

（安全衛生の確保）

第27条  会社は、短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）の作業環境の改善を図り安全衛生教育、健康診断の実施その他必要な措置を講ずる。

２  短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）は、安全衛生に関する法令、規則並びに会社の指示を守り、会社と協力して労働災害の防止に努めなければならない。

（健康診断）

第28条  引き続き１年以上使用され、又は使用することが予定されている短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）に対しては、雇入れの際毎年定期に健康診断を行う。

２  有害な業務に従事する短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）については、特殊健康診断を行う。

（安全衛生教育）

第29条  短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）に対し、採用の際及び配置替え等により作業内容を変更した際には、必要な安全衛生教育を行う。

（災害補償）

第30条  短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）が業務上の事由もしくは通勤により負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合は、労働者災害補償保険法に定める保険給付を受けるものとする。

２  短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）が業務上負傷しまたは疾病にかかり休業する場合の最初の３日間については、会社は平均賃金の６０％の休業補償を行う。

◆解 説◆

  会社で必要な安全衛生に関する事項は、就業規則で明らかにしておきます。健康診断の期日、回数、方法なども定めることになります。なお、安全衛生に関しては、労働安全衛生法、労働安全衛生規則などの法令があります。

  ここでは、一部改正された内容について話しておきたいと思います。

まず、従業員５０人以上の事業所は産業医の選任が必要です。

  職場における労働者の安全と健康を確保し、快適な職場環境をつくることを目的としているのが、労働安全衛生法なんです。
  高齢化社会の進展やストレス、過労死などの問題がクローズアップされる中で、この法律は産業医などの設置などを規定しています。

  主な管理者（職場の従業員の数が５０人以上の場合）と資格要件は以下のとおりです。 
・安全管理者（建設・運輸・製造業など）
  1.大学・高専理科系卒業後、３年以上の産業安全実務経験者 

  2.高校理科系卒業後、５年以上産業安全実務経験者 

  3.労働安全コンサルタント 

  4.その他

（大学・高専理科系以外卒後、５年以上の産業安全実務経験者

／高校理科系以外卒後、８年以上の産業安全実務経験者

／１０年以上の産業安全実務経験者）
・衛生管理者（建設・運輸・製造業など）
  1.第１種衛生管理者免許所有者 

  2.衛生工学衛生管理者免許所有者 

  3.医師、歯科医師 

  4.労働衛生コンサルタント 

  5.労働大臣が定める者 

・衛生管理者（その他の業種）
  1.第１種衛生管理者免許所有者 

  2.第２種衛生管理者免許所有者 

  3.衛生工学衛生管理者免許所有者 

  4.労働衛生コンサルタント 

  5.労働大臣が定める者 

・産業医
  医師であり、労働者の健康管理等に必要な医学に関する知識について一定の要件を備えた者その他、規模・業種に応じて様々な管理者・責任者の設置が義務づけられています。

  災害補償については労災保険や雇用保険等での補償や給付制度を利用するのが一般的です。

  会社の労働基準法、労働者災害補償保険法などの基準を上回る災害補償制度があれば、そのことを就業規則で明らかにしておきます。
  それぞれについて基本的な内容を紹介していきましょう。

＜労働災害補償＞

労災保険・・・労働者を雇っている会社は必ず加入しなけ

ればなりません。

  労働基準法は、労働者がもし仕事でケガをしたり病気になったりした場合は、会社に、労働者の療養費を 負担すること（労働基準法第７５条）、働くことができなくて賃金がもらえないときには、その間の生活を保障するために平均賃金の６０％を支払うこと（同法第７６条）などの補償を行うことを義務づけています。

  しかし、実際問題として会社に十分な支払い能力がなかったり、大きな事故などの場合、その補償額が多額にのぼり支払い困難になることも考えられます。

  そこで、「労働者災害補償保険法」がつくられているのです。

  この保険には、原則として労働者を雇っている会社は全部、必ず加入しなければなりません。保険料は、会社が全額負担することになります。

  補償給付の内容には、次のようなものがあります。
  ①療養（補償）給付
    ケガや病気が治るまで、無料で治療が受けられます。
  ②休業（補償）給付

  療養のため働けなくなった場合は、働けなくなった日の４日目から、平均賃金の６０％が支給されます。
  そのほかに、休業特別給付金として第４日目から１日につき２０％に相当する額が支給されます。
  なお、最初の３日分については、会社が６０％を補償します。 

  ③傷病（補償）給付

  療養を開始してから、１年６か月を経過しても、ケガや病気（労働省令で定める等級に該当するもの）が治らず、 引き続き相当の期間、療養が必要とするとき支給されます。 

  ④障害（補償）給付

  障害が残ったとき、その程度に応じて障害補償年金（または障害補償一時金）、障害特別支給金が支給されます。 

  ⑤遺族（補償）給付

  死亡した場合、遺族補償年金（または遺族補償一時金）、遺族特別支給金が支給されます。
  ⑥葬祭料

  死亡した場合、一定額＋給付基礎日額の３０日分か、給付基礎日額の６０日分のどちらか高い額が支給されます。 

⑦通勤災害給付
  労働者が通勤途上で災害を受けたときも、労災補償と同じ給付が行われます。
  この場合、その道順が、誰の目から見ても理にかなったものでなければなりません。

  通勤途上で通常の道順から離れると給付の対象と見なされませんが、 次の例は、通勤経路からの逸脱・中断からは除かれています。
  1.日用品の購入、その他これに準ずる行為 

  2.職業訓練、学校における教育等（定時制高校等） 

  3.選挙権の行使、その他これに準ずる行為 

  4.病院・診療所で治療等を受けること、その他これに準ずる行為

雇用保険・・・突然の失業から労働者の生活を守ります
  雇用保険の制度は、労働者を雇用する会社全部に適用され、農林水産業の一部や日雇いや季節的な仕事で働く人を除き、労働者はすべて一般被保険者とされます。
  保険料は、賃金に応じた一定額を会社と労働者が分割して支払います。
  その割合は、以下のようになっています。
・一般の事業　1000分の11.5 
（使用者＝1000分の7.5、労働者1000分の4）
・農林水産・酒造業　1000分の13.5

（使用者＝1000分の8.5、労働者1000分の5）
・建設業　1000分の14.5

（使用者＝1000分の9.5、労働者1000分の5）
  さて、失業したとき給付されるものには、大きく分けて２種類あります。

●求職者給付
  1.基本手当・・・離職前１年間に被保険者期間が６か月以上あった場合に、賃金日額の６

    ０〜８０％が支給されます。 
  2.技能習得手当・・・公共職業訓練を受ける場合に支給されます。 
  3.寄宿手当・・・公共訓練を受けるため、家族と別居して寄宿する場合、支給されます。 
  4.傷病手当・・・基本手当を受けている人がケガや病気のため引き続き１５日以上就職で

    きない場合、 基本手当相当額が支給されます。 

  このほか、「高年齢求職者給付金」（６５歳以上で離職した人）、「特例一時金」（季節雇用者）、「日雇労働求職者給付金」（日雇労働者）などがあります。 
●就職促進給付

  1.高年齢雇用継続給付・・・６０歳以上６５歳未満の被保険者（被保険者期間５年以上）

    が、６０歳時点より一定割合以上賃金が低下した場合、支給されます。（老齢年金を同

    時に受ける場合は、年金額の算定基礎である標準報酬が一部カットされます） 
  2.育児休業給付・・・法定の育児休業を取得したとき、支給されます。 
  このほか、「特定求職者雇用開発助成金」「高年齢者多数雇用助成金」「定年退職者等雇用促進助成金」「雇用調整助成金」「認定訓練派遣等給付金」「生涯能力開発給付金」などがあります。 
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